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 図 1.1－1 の中小企業研究所の製造業販売活動実態調査によると、売り手市場から買い手
市場になり、売れ筋商品が短い時間で販売できないことがわかる。1970 年代の売れ筋商品
は 1年未満で売れなくなる商品は 1.6％であるが、2000 年代は 18.9％に増加した。また 1970




































































































 本研究は電気機器、自動車・自動車部品、商社、小売業の 4 つの業種を対象に、日本
全国上場企業に着目して、また代表的でかつ売上高が大きい企業をさらに選択する。 
表 1 のように、4つの業種ごとに日本経済新聞に掲載されている 2012 年 9月 11 日時点の










日立 トヨタ 三菱商 イオン 
パナソニック 日産自 伊藤忠 セブン＆アイ 
ソニー ホンダ 丸紅 ヤマダ電機 
東芝 スズキ 三井物 三越伊勢丹 
富士通 アイシン 住友商 ユニー 
三菱電 マツダ 豊田通商 J フロント 
キャノン 三菱自 双日 ダイエー 
デンソー ダイハツ メディバル 高島屋 
NEC 富士重 アルフレッサ エディオン 
シャープ いすゞ スズケン ケーズ HD 
 
  
                                                  
注1
： ①商社の中に 10位は三菱食品がデータ期間の原因で研究対象外として 11 位のスズケ
ンを代わりに研究対象とする。 
②小売業に 9 位と 10 位はファストリとエディオンですけど、9 位のデータ期間の原因で研
究対象外として 11位のケーズ HD を代わりに研究対象とする。 
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2.3 研究対象データ期間選定 


















                                                  
注2
：日本総務省統計局・政策総括官（統計基準担当）・統計研修所の作成した「日本標準産業分























































































具体的に小売業の細分類を図 3.5-1 に示す。 
 
 





















具体的に細分類の結果を表 3.6-1 に示す。 
 





















日産自 アルフレッサ 伊藤忠 三越伊勢丹 ユニー エディオン 
ソニー ホンダ スズケン 丸紅 J フロント ダイエー ケーズ HD 
東芝 スズキ  三井物    
富士通 マツダ  住友商    
三菱電 三菱自  豊田通商    
キャノン ダイハツ  双日    
NEC 富士重      















































業種別棚卸資産回転率を求める。各業種の平成 18 年度から平成 23 年度まで各年度の棚
卸資産回転率平均値を算出した。 
業種ごとの各年度の棚卸資産回転率平均値を表 4.2-1 に示す。  
 
表 4.2-1 業種別棚卸資産回転率年度別平均値（回/年） 





平成 18 年度 9.037 10.582 8.996 17.779 16.952 7.680 27.273 
平成 19 年度 9.521 11.106 8.830 18.587 16.559 7.945 25.386 
平成 20 年度 9.251 10.888 9.274 19.214 16.900 8.845 24.428 
平成 21 年度 9.199 10.475 9.071 19.035 18.007 9.681 24.419 
平成 22 年度 9.115 12.110 9.801 15.488 18.483 10.666 25.502 
平成 23 年度 8.481 10.707 9.866 17.814 17.331 8.551 25.827 
 
 表 4.2-1 に示す業種別棚卸資産回転率年度別平均値のデータに基づいて各業種の全体的
な在庫管理能力を把握する。そして、具体的な各業種の棚卸資産回転率の六年間の年度推






























在庫管理能力が高いが、平成 21 年度まで低下し、また平成 22 年度在庫管理能力が以前よ
り改善したことがわかる。近年小売業の百貨店が在庫管理を適切に行ってきたと捉えるこ
とができる。 



















る。各業種の平成 18 年度から平成 23 年度まで各年度棚卸資産回転率のデータに基づいて
増減の値を求めた。各業種の棚卸資産回転率の増減を表 4.2-2 に示す。 
 




























             図 4.2-2 業種別棚卸資産回転率の増減 
 





18→19 -0.484 -0.523 0.166 -0.808 0.393 -0.265 1.887 
19→20 0.269 0.218 -0.444 -0.627 -0.341 -0.900 0.958 
20→21 0.053 0.413 0.204 0.179 -1.107 -0.836 0.010 
21→22 0.084 -1.635 -0.731 3.547 -0.476 -0.985 -1.083 







これについて、リーマンショックなどの需要変動が大きい場合の A 社と B 社の生産台数を
図 4.2-3 と仮定し、説明する。 
 
 
 図 4.2-3 需要変動に対応する生産状況 
 
 図 4.2-3 では、平成 20年度の需要が大きく減少して翌年需要が徐々に増加すると仮定し
ている。A 社と B 社の需要変化に対応する在庫管理能力を検討する。平成 20 年度需要が減
少した時 A社は生産を減少させたが、B社は対応できず、以前と同じように生産して大量在
庫になった。また平成 22 年度需要が増加した時、A 社は生産増加したが、B 社は対応が遅
くまだ生産減少して市場の需要に対応できなくなって欠品状況になった。需要と比較する






















 本研究では各業種の平成 18 年度から平成 23 年度まで算出した棚卸資産回転率データを
用いて平均値を求めた。各業種の平均値を基準値と設定する。算出した各業種の棚卸資産
回転率の平均値を表 4.3-1 から表 4.3-7 に示す。 
 



























日立 パナソニック ソニー 東芝 富士通 キヤノン 三菱電 ＮＥＣ シャープ 
平成 18 年度 7.066 9.594 8.817 8.879 13.915 - 7.412 9.433 7.180 
平成 19 年度 7.791 10.493 8.684 9.317 15.314 7.953 7.726 10.092 8.316 
平成 20 年度 6.867 10.070 9.507 9.008 14.519 8.077 6.894 11.142 7.180 
平成 21 年度 7.339 8.119 11.177 7.907 14.519 8.598 7.071 11.355 6.701 
平成 22 年度 6.943 9.697 10.200 7.402 13.263 9.634 6.911 11.768 6.217 
平成 23 年度 6.839 9.450 9.183 6.899 13.371 7.463 6.317 12.151 4.656 
    平均値 9.101 
 
  トヨタ ホンダ 日産自 スズキ マツダ 三菱自 富士重 ダイハツ いすゞ 
平成 18 年度 13.275  9.371  10.420  7.887  11.498  6.258  6.646  17.391  12.495  
平成 19 年度 14.399  10.009  10.769  7.946  12.081  8.951  6.024  17.113  12.658  
平成 20 年度 14.067  8.048  11.100  9.259  11.829  10.436  5.575  15.787  11.890  
平成 21 年度 13.323  9.173  9.370  10.454  10.262  7.862  7.266  16.410  10.156  
平成 22 年度 14.563  9.932  8.932  11.248  11.805  9.660  9.498  19.343  14.013  
平成 23 年度 11.455  7.674  9.234  10.481  9.404  9.641  7.172  22.243  9.061  
                                                 平均値 10.978 
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メディパル アルフレッサ スズケン（株） 
平成 18 年度 20.399 19.333 13.603 
平成 19 年度 21.535 18.684 15.541 
平成 20 年度 21.396 21.146 15.100 
平成 21 年度 21.140 19.865 16.101 
平成 22 年度 16.851 17.023 12.590 





伊藤忠 丸紅 三井物産 住友商事 豊田通商 双日 
平成 18 年度 5.518 4.992 8.701 6.883 4.062 16.301 16.519 
平成 19 年度 5.607 5.380 8.780 7.758 4.854 15.761 13.670 
平成 20 年度 6.110 6.711 10.393 9.290 4.180 14.745 13.492 
平成 21 年度 5.291 7.177 9.972 8.114 4.261 13.218 15.462 
平成 22 年度 5.364 7.240 9.899 10.013 4.436 15.150 16.507 
平成 23 年度 5.767 7.436 9.906 10.182 4.612 14.554 16.606 
平均値 9.307 
セブン＆アイ 三越伊勢丹 Ｊ．フロント 高島屋 
平成 18 年度 30.267 - - 24.280 
平成 19 年度 30.905 - 22.510 22.744 
平成 20 年度 30.052 21.485 25.541 20.635 
平成 21 年度 28.191 22.403 27.924 19.156 
平成 22 年度 28.122 21.375 31.272 21.238 




表 4.3-6 総合スーパー棚卸資産回転率と平均値（回/年） 




































イオン ダイエー ユニー 
平成 18 年度 13.487 20.355 17.014 
平成 19 年度 13.413 19.312 16.952 
平成 20 年度 13.724 19.331 17.645 
平成 21 年度 13.616 20.269 20.137 
平成 22 年度 14.765 20.073 20.612 
平成 23 年度 13.640 18.537 19.816 
平均値 17.372 
ヤマダ電機 エディオン ケーズＨＤ 
平成 18 年度 9.125 7.429 6.486 
平成 19 年度 9.136 8.393 6.307 
平成 20 年度 10.971 9.331 6.234 
平成 21 年度 11.840 9.866 7.337 
平成 22 年度 14.119 10.109 7.772 









































本研究では各業種の平成 18 年度から平成 23 年度まで算出した棚卸資産回転率のデータ
を利用して各業種の 6 年間の変動係数を求めた。各業種の変動係数の平均値を棚卸資産回
転率変動係数基準値として設定する。算出した各業種の棚卸資産回転率変動係数の基準値
を表 4.4-1 に示す。 
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4.5 企業別棚卸回転率の比較分析  








資産回転率の推移を図 4.5.1-1 に示す。 
 
 
     図 4.5.1-1 電気機器各年度の棚卸資産回転率推移 
 

































































参考までに輸送用機器のデンソーの年度別棚卸卸資産回転率を表 4.5.1-1 に示す 
 
      表 4.5.1-1 デンソー年度別棚卸資産回転率（回/年） 
平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 
11.508 12.965 12.299 11.180 10.845 9.721 
 
表 4.5.1-1 より、輸送用機器のデンソーは部品メーカーとして、棚卸資産回転率の平均






る能力を分析する。企業ごとの 6 年間の変動係数平均値を図 4.5.1-2 に示す。 
 
 
         図 4.5.1-2 電気機器棚卸資産回転率変動係数 
 













変動係数 0.047 0.077 0.090 0.108 0.051 0.089 0.063 0.086 0.166
























 さらに、電気機器の棚卸資産回転率の増減を図 4.5.1-3 に示す。 
 
 
図 4.5.1-3 電気機器棚卸資産回転率の増減 
 
図 4.5.1-3 より、NEC の棚卸資産回転率が年々少しずつ増加する傾向がわかり、経済状
況に対応する在庫管理能力を改善し続けていることがわかった。 

























日立 パナソニック ソニー 東芝 富士通








図 4.5.2-1 専門商社各年度の棚卸資産回転率推移 
 
図 4.5.2-1 より、企業の棚卸資産回転率の推移は図 4.2-1 の業種別各年度の棚卸資産回
転率推移表とほぼ同じ傾向である。専門商社の棚卸資産回転率が平成 21年度まで上昇する













































































図 4.5.2-3 専門商社棚卸資産回転率の増減 
メディパル アルフレッサ （株）スズケン
変動係数 0.080 0.065 0.081


























































図 4.5.3-1 により、この三つの企業は図 4.2-1 業種別各年度の棚卸資産回転率推移表と











する能力を分析する。企業ごとの 6年間の変動係数平均値を図 4.5.3-2 に示す。 






























































図 4.5.3-2 家電量販店棚卸資産回転率変動係数 
 






図 4.5.3-3 家電量販店棚卸資産回転率の増減 
 
図 4.5.3-3 により、棚卸資産回転率の高いヤマダ電機は変動係数も高い、年度別の増減
変化大きく、平成 22 年度から平成 23 年度まで 4.460 回転/年を減少して、平成 21 年度か
ヤマダ電機 エディオン ケーズHD
変動係数 0.165 0.101 0.084






























































































































各業種の棚卸資産回転率と売上高総利益率との関係を図 5.2-1 に示す。 
 
 


































































各業種の棚卸資産回転率と売上高営業利益率との関係を図 5.3-1 に示す。 
 







































































各業種の棚卸資産回転率と販管費率との関係を図 5.4-1 に示す。 
 
 














① R＝－1.00 ：二つの変数の間には完全な負の相関関係がある 
② －1.00‹r‹－0.50 ：二つの変数の間には強い負の相関関係がある 
③ －0.50‹r‹0 ：二つの変数の間には弱い負の相関がある 
④ R＝0 ：二つの変数の間には相関関係は存在しない 
⑤ ０‹ｒ‹0.5 ：二つの変数の間には弱い正の相関関係がある 
⑥ 0.50‹r‹1.00 ：二つの変数の間には強い正の相関関係がある 



















































電気機器の棚卸資産回転率と販管費率との関係を図 5.4-2 に示す。 
 
 








自動車の棚卸資産回転率と販管費率との関係を図 5.4-3 に示す。 
 
 



















































































総合商社の棚卸資産回転率と販管費率との関係を図 5.4-4 に示す。 
 
 








専門商社の棚卸資産回転率と販管費率との関係を図 5.4-5 に示す。 
 
 





















































































総合スーパーの棚卸資産回転率と販管費率との関係を図 5.4-6 に示す。 
 
 








家電量販店の棚卸資産回転率と販管費率との関係を図 5.4-7 に示す。 
 
 






















































































百貨店の棚卸資産回転率と販管費率との関係を図 5.4-8 に示す。 
 
 










を図 5.4-9 と図 5.4-10 に示す。 
 
 




















































































































































































百貨店 28.000 相関なし 小 
電気機器 22.465 相関なし 小 
家電量販店 20.112 相関なし 小 














率が高く、25.473 [回/年]であり、最も低いものは家電量販店の 8.895 [回/年]であること
が分かった。 
次に業種別棚卸資産回転率変動係数の基準値を設定した。その結果は自動車が最も変動
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